
令
和
５
年
に
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問

題
研
究
所
が
発
表
し
た
推
計
で
は
、
令
和

７
年
の
本
市
の
人
口
は
15
万
人
台
半
ば
ま

で
大
幅
に
減
少
す
る
と
予
測
さ
れ
て
い
ま

し
た
。
し
か
し
、
令
和
５
年
度
か
ら
取
り

組
ん
で
い
る
本
市
独
自
の
人
口
戦
略
が
功

を
奏
し
、
全
国
１
７
１
９
市
町
村
の
う
ち

約
９
割
の
市
町
村
で
人
口
が
大
き
く
減
少

す
る
中
、
本
市
の
人
口
は
16
万
人
を
維
持

し
ま
し
た
。

国
の
厳
し
い
減
少
予
測
を
大
き

く
上
回
り
人
口
16
万
人
を
維
持

人口減少から人口維持へ
厳しい減少予測を大きく上回り、
人口16万人を維持！

H27 R22R2 R7 R12 R17
135,000

140,000

145,000

150,000

155,000

160,000

165,000
165,029人

160,640人

154,967人

148,793人

（▲3.53%）

160,340人
+5,373人（▲0.18％）

都城市人口
国推計

142,751人

136,864人

市では、人口戦略を「究極のインフラ整備」と位置付けて積極的に取り組んでいます。５月末に発表された令和
７年国勢調査の人口速報集計において、本市の人口は160,340人となり、全国的に人口減少が進み、本市におい
ても厳しい推計が出されていた中で人口16万人を維持しました。今回は、本市の人口戦略による数値的な成果や
さまざまな波及効果について紹介します。

◎問い合わせ 人口対策課 ☎23‒0934
こども政策課 ☎23‒2684
保育課 ☎23‒4894

平
成
27
年
や
令
和
２
年
の
国
勢
調
査

と
比
較
す
る
と
人
口
の
減
少
数
・
減
少
率

と
も
に
大
幅
に
改
善
し
て
い
て（
表
①
）、

県
内
26
市
町
村
の
中
で
本
市
の
増
減
率
は

最
小
。
さ
ら
に
、
三
大
都
市
圏
と
政
令
指

定
都
市
を
除
く
全
国
の
主
要
都
市（
人
口

地
方
主
要
都
市
の
中
で
ト
ッ
プ

ク
ラ
ス
の
人
口
維
持
率

15
万
人
以
上
の
65
都
市
）
の
中
で
、
本
市

の
増
減
率
は
全
国
３
位
、
九
州
で
は
１
位

と
な
り
ま
し
た（
表
②
）。
大
都
市
圏
か

ら
遠
く
、県
庁
所
在
地
で
も
な
い
地
理
的
・

行
政
的
な
条
件
の
中
で
、
厳
し
い
減
少
予

測
を
大
き
く
覆
し
て
人
口
を
維
持
し
た
こ

と
は
、
本
市
独
自
の
人
口
戦
略
が
確
実
に

結
果
に
つ
な
が
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て

い
ま
す
。

国推計値（R5）と国勢調査速報値
人口の維持だけでなく、まちの未来の基盤とな
る子どもたちの数にも大きな変化が起きていま
す。本市の令和７年度の出生数は1,146人を記録
し、平成25年度以来、実に12年ぶりに増加へと転
じました。
この出生数の増加を力強く後押ししたのが、令
和５年度からスタートした「３つの完全無料化」
をはじめとする、本市独自の積極的な子育て支援
策です。「都城なら、安心して子どもを産み育てら
れる」と実感できる子育てしやすい充実した環境
づくりが、子どもたちの笑顔と、まちの確かな未
来へとつながっています。

表①　国勢調査における本市の人口推移

調査年
都城市 国 県

人口（人）増減数（人）増減率（％） 増減率（％）増減率（％）
平成22年 169,602 ー ー ー ー
平成27年 165,029 ▲4,573 ▲ 2.69 ▲ 0.75 ▲ 2.74
令和2年 160,640 ▲4,389 ▲ 2.65 ▲ 0.74 ▲ 3.12
令和7年
(速報値) 160,340 ▲ 300 ▲ 0.18 ▲ 2.45 ▲ 4.73

表②　三大都市圏などを除く人口15万人以上の65都市の人口比較

順位 都市 令和２年 令和７年 増減数 増減率
人口（人） 人口（人） （人） （％）

1 つくば市 241,656 268,991 27,335 11.31
2 東広島市 196,608 198,496 1,888 0.96
3 都 城 市 160,640 160,340 ▲300 ▲0.18

6 大 分 市 475,614 470,172 ▲5,442 ▲1.14
14 鹿児島市 593,128 580,970 ▲12,158 ▲2.04
15 那 覇 市 317,625 311,073 ▲6,552 ▲2.06
16 久留米市 303,316 296,827 ▲6,489 ▲2.13
18 佐 賀 市 233,301 227,754 ▲5,547 ▲2.37
24 宮 崎 市 401,339 389,799 ▲11,540 ▲2.87
54 長 崎 市 409,118 381,738 ▲27,380 ▲6.69
57 佐世保市 243,223 226,189 ▲17,034 ▲7.00

1,000

1,050

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

1,350

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

1,336

1,309

1,208 1,203

1,1001,093

1,146

人口戦略（R5～）

増加

維持

12年ぶりに出生数増加！
令和７年度
出生数1,146人

本市の出生数の推移（人）

Check!

※６位以下は九州管内のみ抜粋

※参考（国・県増減率）
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本
市
が
取
り
組
む
人
口
戦
略
に
よ
り
、

特
に
若
い
世
代
の
移
住
者
が
増
加
し
て
い

ま
す
。
最
新
の
デ
ー
タ
で
は
、
本
市
へ
移

住
し
た
世
帯
主
の
年
代
は
、
20
代
以
下
が

34
・
０
㌫
、
30
代
が
30
・
７
㌫
、
40
代
が

16
・
９
㌫
で
、
40
代
以
下
の
子
育
て
世
代

が
移
住
者
全
体
の
81
・
６
㌫
を
占
め
て
い

ま
す
。

若
い
世
代
が
増
え
る
こ
と
は
、
ま
ち
の

成
長
や
出
生
数
の
増
加
に
も
寄
与
す
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

移
住
世
帯
の
８
割
以
上
が
40
代

以
下
の
子
育
て
世
代

本
市
の
人
口
戦
略
に
よ
る
若
い
世
代
の

移
住
や
出
生
数
の
増
加
は
、
私
た
ち
の
暮

ら
し
に
直
結
す
る「
一い

っ

石せ
き

六ろ
く

鳥ち
ょ
う

」
の
効
果

を
も
た
ら
し
て
い
ま
す
。

短
期
的
効
果
と
し
て
、
納
税
義
務
者
が

５
㌫
増
加（
下
図
①
）
し
た
こ
と
で
、
個

人
市
民
税
が
11
㌫
増
、
固
定
資
産
税
が

６
㌫
増（
下
図
②
）
と
な
る
な
ど
、
市
の

財
源（
税
収
）
は
確
実
に
増
加
し
ま
し
た
。

ま
た
、一
時
は
深
刻
だ
っ
た
人
手
不
足
も
、

有
効
求
人
倍
率
が
１
・
68
か
ら
１
・
16
へ

と
大
き
く
改
善
し（
下
図
③
）、
地
元
の

雇
用
創
出
に
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
中
長
期
的
効
果
と
し
て
、
今

回
の
国
勢
調
査
で
示
さ
れ
た
人
口
維
持

（
下
図
④
）
や
12
年
ぶ
り
に
増
加
に
転
じ

た
出
生
数（
下
図
⑤
）、
そ
し
て
Ｕ
タ
ー

ン
に
よ
る
後
継
者
確
保（
下
図
⑥
）
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
効
果
が
現
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
人
口
戦
略
と
い
う「
未

来
へ
の
投
資
」
が
、
地
域
に
元
気
を
も
た

ら
し
、
さ
ま
ざ
ま

な
面
で
ま
ち
の
活

性
化
に
資
す
る
好

循
環
が
生
ま
れ
て

い
ま
す
。

人
口
維
持
だ
け
に
と
ど
ま
ら
な

い「
一
石
六
鳥
」
の
好
循
環

国
勢
調
査
の
速
報
値
に
お
い
て
、
本
市

の
人
口
は
16
万
３
４
０
人
と
な
り
、
人
口

16
万
人
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
令
和
５
年
度
か
ら
取
り
組

ん
で
い
る
人
口
戦
略
が
功
を
奏
し
た
結

果
で
あ
り
、
国
の
厳
し
い
減
少
予
測
を

５
３
７
３
人
上
回
っ
た
だ
け
で
な
く
、
当

初
の
目
標
で
あ
っ
た「
20
年
後
に
人
口
維

持
」
を
、
実
に
17
年
も
前
倒
し
で
達
成
で

き
た
こ
と
は
大
き
な
成
果
で
あ
る
と
受
け

止
め
て
い
ま
す
。

人
口
減
少
は
、
消
費
の
減
少
に
よ
る
地

域
経
済
の
縮
小
な
ど
を
招
く
、ま
さ
に「
日

本
の
万
病
の
元
」
で
す
。
本
市
は
こ
の
中

長
期
的
な
課
題
か
ら
目
を
背
け
ず
、
人
口

戦
略
を「
究
極
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
」
と
位

置
付
け
て
、
市
独
自
で
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
き
ま
し
た
。

今
後
と
も
、
短
期
的
な
課
題
を
解
決
し

つ
つ
、
中
長
期
的
な
課
題
に
も
し
っ
か
り

と
対
応
し
、
本
市
を
よ
り
良
い
ま
ち
に
し

て
、
お
子
様
・
お
孫
様
の
世
代
に
引
き
継

い
で
い
け
る
よ
う
、
本
気
で
挑
戦
し
て
ま

い
り
ま
す
。

市
民
の
皆
様
の
、
引
き
続
き
の
御
理
解

と
御
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
人
口
戦
略
の
取
り
組
み
の

財
源
は
、
実
は
市
税
で
は
な
く
、
全
て
ふ

る
さ
と
納
税
で
賄
っ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
、
道
路
整
備
や
ご
み
収
集

な
ど
、
毎
日
の
暮
ら
し
を
支
え
る
イ
ン
フ

ラ
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
は
、
市
民
の
皆
様
が

納
め
る
市
税
で
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

一
方
、
子
育
て
支
援
や
移
住
支
援
な
ど

人
口
戦
略
の
財
源

の
人
口
戦
略
は
、
市
外
に
居
住
す
る
本
市

ゆ
か
り
の
人
や「
都
城
市
を
応
援
し
た
い
」

と
い
う
全
国
の
皆
様
か
ら
寄
せ
ら
れ
る
ふ

る
さ
と
納
税（
外
貨
）
を
１
０
０
㌫
活
用

し
て
い
ま
す
。

な
お
、
ふ
る
さ
と
納
税
は
、
当
然
な
が

ら
市
民
の
暮
ら
し
を
支
え
る
イ
ン
フ
ラ
・

公
共
サ
ー
ビ
ス
に
も
充
て
ら
れ
て
い
ま

す
。

出生数が増加する中、市では子どもを安心して預けられる体制づくりにも力を入れています。本市独
自の保育士等就職支援事業を通じ、最大50万円の就職支援金などの手厚い支援を行った結果、令和７年
度の新規採用保育士等は100人を突破（累計166人）。さらに、保育施設の整備なども進めた結果、昨年度
当初比で計155人の利用定員増（受け皿拡大）を達成しています。
一方、入園選考は客観的な指数に基づき厳正に実施。全ての世帯に対し、一貫して
公平・厳正なルールを適用していて、例えば“移住者優先”といった事実は全くありま
せん。今後も、全ての世帯が安心して預けられる環境づくりに取り組んでいきます。

保育の受け皿確保を強力に推進中！ Check!

都城市長

市　税
（市民）

ふるさと納税
（市民以外＝外貨）

暮らしを支える
インフラ・公共サービス

（市民）

未来への投資
（市民・市民以外）

福祉・健康サービス 第１子からの保育料無料化

道路整備 ごみ収集 中学生までの中学生までの
医療費無料化医療費無料化

移住応援給付金

育料 料保育料無料化

住応援給付金給付金住移住応援給付金

①地域活性化

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人口戦略（R5～）

1.000

1.003
1.006

1.009
1.009

1.022

1.053

②税収の増加

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人口戦略（R5～）

1.00
1.01 1.01

0.98

1.03

1.06

1.04

1.06

1.00
0.99

1.02

1.05

1.06

1.11

市民税
固定資産税

③雇用の創出

R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人口戦略（R5～）

1.50

1.13

1.32

1.43 1.43

1.28
1.251.36

1.45

1.56

1.68
1.62

1.33

1.16宮崎県

都城圏域

人口戦略がもたらす6つの効果（一石六鳥）

④人口維持

⑤出生数

（R2）160,640人→（R7）160,340人

⑥ 後継者確保
後継者のUターンによる

事業承継
社内DX促進
市外人材獲得

20代以下
34.0％

30代以下
30.7％

40代以下
16.9％子育て世代

（40代以下）

81.6%

移住者（世帯主）の年代（R7）

個人市民税

6％増
固定資産税
11％増

（R7）

（R元比）

納税義務者
5％増加

（R7）

（R元比）

（R6）1,093人→（R7）1,146人

人手不足
の改善

有効求人倍率

（R4）1.68
（R7）1.16

↓

などなど
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